国民健康保険運営協議会議事録

日　　時　　　平成27年２月５日（木）

　　　　　　　午後３時00分～午後３時44分

場　　所　　　市議会委員会室

出席委員　　　濱岸好夫、竜田和代、村井久美子、吉田進一、横山正一、
　　　　　　　中村豊治、吉井詩子、西山則夫、工村一三、世古口新吾、
　　　　　　　岡出　康、小林信重、北恭一郎
欠席委員　　　中西武男、寺田　晃、松葉　玲、後久正昭
市出席者　　　（副市長）藤本　亨、（健康福祉部次長）江原博喜
　　　　　　　（医療保険課長）中居　渉、（副参事）山神一洋
　　　　　　　（健康課課長補佐）浦田美幸
　　　　　　　（国民健康保険給付係長）阿竹美幸（係）井口幸則
協議及び報告事項

　　　　　　　（１）平成26年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）について

　　　　　　　（２）平成27年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について
　　　　　　　（３）その他
（開会　午後３時00分）

○中居医療保険課長　　皆様、こんにちは。
　定刻になりましたので、ただいまから国民健康保険運営協議会を開催させていただきます。委員の皆様におかれましては、何かとお忙しい中を御出席をいただきまして、まことにありがとうございます。
　会議に入ります前に、昨年12月の市議会議員改選に伴い、公益を代表する委員、また被用者保険等保険者を代表する委員に異動がございましたので、御紹介申し上げます。
　公益を代表する委員のうち佐之井委員が交代をされまして、その後任に世古口委員が就任をされました。
○世古口委員　　世古口です。よろしくお願いします。

○中居医療保険課長　　また、被用者保険等保険者を代表する委員のうち三重県市町村職員共済組合辻村委員が交代をされまして、その後任に北委員が就任をされました。
○北委員　　北でございます。よろしくお願いいたします。
○中居医療保険課長　　なお、本日、被保険者を代表する委員、中西委員及び保険医または保険薬剤師を代表する委員、寺田委員、松葉委員、後久委員から所用のため御欠席との連絡をいただいておりますので、御報告を申し上げます。
　それでは、協議事項に入ります前に藤本副市長から御挨拶を申し上げます。

○藤本副市長　　皆さん、こんにちは。
　本日は、お忙しい中を御出席をいただきましてありがとうございます。
　国保を取り巻く状況でございますけれども、御承知のように今年の１月に厚労省のほうから、この国保の運営については今現在市町村が運営主体となっておりますけども、平成30年の４月からは都道府県が運営主体となるという方針が示されました。この広域化に向けまして、また国保以外にも社会保障制度そのものを見直していく、改革していくという流れが来ております。こういったことを注視しながら、また皆さんの御指導をいただきながら、私どもの国保についてよりよい運営になるように努めてまいりますので、よろしくお願い申し上げます。
　本日は、平成26年度の最終補正の予算（案）、それから平成27年度の当初予算（案）について御協議をいただくこととなっておりますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。
　簡単ですけども、挨拶とさせていただきます。
○中居医療保険課長　　ありがとうございました。
　それでは、本日御協議をいただきます資料を確認させていただきたいと存じます。事前に郵送させていただきましたものでございますが、まず本日の「事項書」と「伊勢市国民健康保険運営協議会委員名簿」でございます。
　続いて、資料№１、「平成26年度国民健康保険特別会計第３号補正予算総括表」、二枚物でございます。資料№２、「平成27年度国民健康保険特別会計当初予算総括表」、こちらも二枚物でございます。資料№３、「平成27年度国民健康保険料試算」、こちらは三枚物でございます。資料№４、「伊勢市国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ等（案）について」でございます。
　なお、資料№２の当初予算総括表につきましては、歳入の備考欄に誤りがありましたことから、本日お配りをしました修正後のものと差しかえをお願いいたします。大変申しわけございません。
　以上が本日の資料となりますが、全てそろっておりますでしょうか。よろしいですか。
　それでは、規定に従いまして、西山会長に議長をお願いさせていただきます。西山会長、よろしくお願いいたします。

○西山会長　　皆さん、こんにちは。会議に先立ちまして、一言御挨拶を申し上げたいと存じます。
　本日は、国民健康保険運営協議会を開催いたしましたところ、公私に多用な中御出席をいただきまして、まことにありがとうございます。先ほど課長のほうからも本日御審議いただく内容につきましては御報告させていただきましたが、皆様方の御意見をいただきながら、ぜひ活発な御議論の中で御了承いただくように、御決定いただくようにお願い申し上げまして、簡単ではございますが、御挨拶にかえさせていただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。
　では、座って失礼いたします。
　それでは、会議に入らせていただくわけでございますが、本日の御出席者は18名中13名の御出席をいただいておりますので、会議は成立をいたしております。
　なお、本日の議事録署名者につきましては、私のほうに御一任をいただきたいと思いますが、御異議ございませんか。
（「異議なし」との声あり）

○西山会長　　御異議もないようでございますので、私のほうから御指名を申し上げたいと存じます。
　吉田委員と横山委員にお願いしたいと存じますので、よろしくお願いを申し上げます。
　それでは、事項書に従いまして議事を進行いたします。

　事項書（１）平成26年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）並びに（２）平成27年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について、相関連いたしますので、以上２件を一括議題といたします。

　当局より説明を願います。
　課長。

○中居医療保険課長　　それでは、平成26年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）につきまして御説明申し上げます。
　お手元の資料№１、「平成26年度国民健康保険特別会計第３号補正予算総括表」をごらんください。１枚目が歳出、２枚目が歳入で、それぞれ左から項目、補正額、補正前予算額、補正後予算額、備考の欄となっており、金額は1,000円単位でございます。
　今般の最終補正につきましては、歳入歳出とも３億8,724万6,000円を減額いたしまして、補正後の予算総額を145億9,269万4,000円とするものでございます。
　それでは、主な項目につきまして歳出から御説明申し上げます。
　まず、一番上の総務費では、主に一般管理費における人件費273万3,000円の減額を見込み、その他の執行残と合わせて409万1,000円の減額としております。
　次に、その下の保険給付費では、一般被保険者の療養給付費で２億730万円の減を見込んでおります。これは４月から10月の入院に係る療養費の実績が前年に比べまして約５％減少しておることを考慮したものでございます。その他の給付見込み減も合わせまして、保険給付費全体では２億5,430万円を減額いたします。
　次に、共同事業拠出金では、国保連合会からの精算拠出金通知により、高額医療費共同事業と保険財政共同安定化事業で１億814万2,000円を減額しております。
　その下の保健事業費は、執行残等で737万8,000円を減額いたします。
　続きまして、２枚目の歳入をごらんください。一番上の国民健康保険料でございますが、備考欄に記載しております最終調定見込み額と予定収納率によりそれぞれ調整を行い、合計で2,005万3,000円を減額し、補正後の予算額を26億4,619万8,000円といたします。
　次に、２つ下の国庫支出金につきましては、３億6,255万7,000円を減額いたしておりますが、これは主に療養給付費等負担金を当初交付決定に基づき２億6,687万6,000円、財政調整交付金を9,466万円減額することによるものでございます。
　次に、その下の療養給付費等交付金につきましては、退職者医療制度に係るものでございまして、社会保険診療報酬支払基金からの交付決定に基づき、１億5,339万7,000円を増額いたします。
　次に、県支出金でございます。主なものといたしましては、交付決定に基づき、財政調整交付金が２億3,706万7,000円の減額となっております。
　次に、共同事業交付金につきましては、歳出におけるそれぞれの拠出金の減額に伴いまして、高額医療費共同事業交付金で802万7,000円、保険財政共同安定化事業交付金で9,699万1,000円を減額いたします。
　次に、３つ下の繰越金でございますが、これは平成25年度決算に基づき基金繰り入れをいたしました残額を平成26年度に繰り越すもので、２億6,365万7,000円を補正後予算額として計上いたしております。
　以上で平成26年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）の説明を終わらせていただきます。
　続きまして、平成27年度国民健康保険特別会計当初予算（案）につきまして御説明申し上げます。
　お手元の資料№２、「平成27年度国民健康保険特別会計当初予算総括表」の修正後のものをごらんください。先ほどの補正予算と同様、１枚目が歳出、２枚目が歳入で、それぞれ左から項目、平成27年度予算額、平成26年度予算額、比較増減額、備考の欄となっており、金額は1,000円単位でございます。
　平成27年度の当初予算総額につきましては、歳入歳出ともに155億4,019万3,000円で、前年度と比較いたしますと６億7,250万9,000円、約4.5％の増となっております。
　それでは、主な項目につきまして歳出から御説明申し上げます。
　まず、一番上の総務費につきましては、一般管理費や電算事務管理費、徴収費などで計１億9,148万2,000円を計上しております。
　次に、その下の保険給付費でございますが、昨年度より２億1,347万2,000円の減となる91億2,134万5,000円を計上しており、これは歳出総額の58.7％を占めます。
　主なものといたしましては、一番上の療養給付費が前年度比較で１億6,533万6,000円減の79億9,200万円、その下の療養費が同じく121万2,000円減の6,978万円、２つ下の高額療養費も同じく4,189万2,000円減の９億5,990万円となっております。
　次に、５つ下の共同事業拠出金につきましては、高額医療費共同事業、保険財政共同安定化事業等で35億4,477万4,000円を計上しております。これらは国保連合会が主体となって実施する、いわば再保険制度に係る市町保険者の負担金で、保険財政共同安定化事業が前年度よりも９億8,968万5,000円の増となっておりますが、これは対象医療費の変更によるものでございます。
　次に、その下の保健事業費では、被保険者の健康の維持増進を図るため実施をいたします特定健康診査や特定保健指導、医療費通知などに係る費用として１億9,870万6,000円を計上しております。
　また、これらのほか予備費として4,559万6,000円を計上しております。
　続きまして、２枚目の歳入をごらんください。
　まず、一番上の国民健康保険料でございますが、保険料の算出に当たりまして、一般の医療現年賦課分では、試算を経て設定をいたしました賦課総額をもとに軽減額を勘案し、また滞納繰越分につきましては、平成26年度からの繰越額を含めた調定見込みを推計し、それぞれ収納率を乗じて得た額を予算計上いたしております。
　また、国民健康保険税につきましては、合併前の二見町、小俣町に係る滞納繰越分について予算計上したものでございます。
　保険料30億1,905万2,000円、保険税95万円を合わせました30億2,000万2,000円は、歳入総額の約19.4％となっております。この保険料の試算に関しまして、詳しくは後ほど国民健康保険料担当副参事から御説明を申し上げます。
　次に、国庫支出金でございますが、療養給付費等負担金、財政調整交付金等で歳入総額の19.1％に当たる29億6,474万5,000円を計上しております。そのうち療養給付費等負担金21億6,324万3,000円につきましては、一般被保険者分の保険給付費、後期高齢者支援金、介護納付金、前期高齢者交付金等を要素として定率で算定されるものでございます。基本的には毎月概算で交付をされ、翌年度、実績に基づき過不足の精算が行われます。
　また、財政調整交付金につきましては、市町間の国保財政力の不均衡を調整するために交付をされるもので、６億9,883万3,000円を計上しております。
　次に、２つ下の前期高齢者交付金でございますが、これは医療費負担の不均衡について保険者間で財政調整を行うもので、前期高齢者の加入割合が全国平均よりも高い保険者に対し交付をされます。37億4,639万5,000円を計上しておりますが、これは歳入総額の約24.1％に当たります。
　次に、その下の県支出金でございますが、一番上の高額医療費共同事業負担金につきましては国と同様、高額医療費共同事業への拠出額の４分の１が県から交付をされるものでございます。
　また、財政調整交付金につきましても国と同様、市町間の国保財政力の不均衡を調整するために交付をされるもので、合わせて７億1,108万1,000円を計上しております。
　次に、その下の共同事業交付金でございますが、高額医療費共同事業交付金と保険財政共同安定化事業交付金を合わせまして、歳入総額の約22.2％に当たる34億4,290万円を計上しております。いずれも国保連合会から交付をされるもので、高額医療費共同事業交付金は拠出金の98.5％を、保険財政共同安定化事業交付金は拠出金の97％をそれぞれ見込んでおり、先ほどの歳出の増額が大きい分、歳入も大幅に増加をしております。
　次に、２つ下の繰入金でございますが、保険基盤安定繰入金や財政調整基金繰入金等で13億4,307万9,000を円を計上しております。財政調整基金繰入金につきましては、今回の予算編成に際しまして歳入歳出を勘案した結果、財政上調整が必要な額として６億円を基金から繰り入れるものでございます。
　なお、基金の現在高は22億9,298万1,145円で、平成26年度決算で10億円の取り崩しを予定をしておりますため、実際には約12億9,000万円のうちから６億円を取り崩し、繰り入れを行うこととしております。
　以上が歳入の主な内容でございます。平成27年度国民健康保険特別会計当初予算（案）につきましては以上でございます。
　続きまして、平成27年度国民健康保険料の試算につきまして、副参事から御説明を申し上げます。
○西山会長　　副参事。
○山神副参事　　続きまして、保険料の試算について御説明させていただきます。
　今回の試算でございますが、お手元の資料、資料№３をごらんください。今回、上段と、中段の限度世帯内訳、また下段の１人・１世帯当たりの金額と３部の構成になっております。
　この上段の賦課総額一般分をごらんください。21億5,175万7,000円。この金額でございますが、一般被保険者の保険給付費等の必要額から国、県等の療養給付費と負担金の歳入を差し引き、なお不足する額を、この21億5,100万円、保険料としていただくという格好になっております。
　この賦課総額21億5,100万円を軽減額、また予定収納率等を加味しまして実際の保険料額に置き直しますと、ここの上の算出保険料額全体で23億8,468万9,723円、この数字が出てまいります。
　この数字を所得割、均等割、平等割の３つの、所得割は年間の所得、均等割は被保険者の人数、平等割は各世帯、１世帯ごとにかかってくる金額でございますが、この23億8,400万円を所得割50％、均等割35％、平等割15％、国の法令でこの率は決まっておりますので自動的に割り振ってまいります。これをもとにしまして料率等を、この上段の料率、所得割、均等割、平等割を計算しました。
　所得割が平成27年度6.62％、これは前年度比1.7％の増となっております。また、均等割につきましても２万4,030円、前年度比5,780円の増となっております。平等割につきましても１万8,060円、前年度比3,988円の増となりました。
　なお、この数字をもとにしまして１人当たりの平均金額をはじき出しますと、医療分としましては９万8,804円、対前年度比２万1,446円の増となってまいります。調定額、１人当たりの平均でございますが、これは５万9,237円、対前年度比１万3,988円の増となってきております。
　この増減の理由でございますが、この上段の欄の賦課総額21億5,100万円、平成26年度が17億2,200万円、差し引き４億2,900万円という数字が出ておりますが、先ほど中居課長のほうから話されたと思いますが、基金を去年10億円と今年は６億円という、４億円減りましたが６億円を基金から繰り出すという話になっておりますので、差し引き４億2,922万5,000円という数字がここにあらわれてきております。
　あと、次のページが後期支援金分、また次のページが介護分。これも同様に算出してい
きます。算出した結果が、料率後期支援金分は2.85％、0.08％の増、均等割9,860円、330円の増、平等割7,400円、48円の増となっております。
　一番下段の欄をごらんください。ここの調定額１人世帯当たりは４万589円、対前年度比166円の増となってきております。また、１人当たりの金額でございますが、２万4,335円、対前年度比690円の増となっております。
　なお、後期支援金分につきましては、医療分とは違いまして基金の繰り出しはございません。
　次のページの介護分をごらんください。介護分につきましても基金の繰り出しはございません。
　上段の料率でございますが、所得割2.66％、対前年度比マイナス0.27％、均等割１万1,140円、対前年度比517円のマイナス、平等割は5,890円、マイナス418円の減額となっております。
　一番下段の調定額１人世帯当たりの全体をごらんください。平均をしますと、３万4,146円、マイナスの2,430円の減となります。また、１人当たりも２万7,672円、マイナスの1,295円となってきております。
　このお手元の資料３枚にはないんですが、これを医療分、後期高齢者分の支援分、また
介護分の３つを合わせた調定額でございますが、１世帯当たり全体で17万3,539円、対前年度比、プラスの１万9,183円の増となってきております。約２万円弱という増額です。
　また、１人当たりも11万1,244円、対前年度比１万3,383円の増となります。
　なお、この試算に関しましては、世帯数、また被保険者数でございますが、昨年度の12月現在の数値を使っております。また、所得につきましてもこれからの確定申告等がありますので、まだ平成26年中の数値が出ておりませんので、平成25年中の所得を使っているということだけ御留意ください。
　私からの説明は以上でございます。
○西山会長　　ありがとうございました。
　ただいま当局より２件一括で御説明をいただきました。これらにつきまして御発言がございましたらお出しをいただきたいと思います。どこからでも結構です。
　世古口委員。
○世古口委員　　済みません。私、今度かわってようわからんもんでございますけど、やはり説明を聞いておりますと、担当課のほうで非常に余力のある試算とかそうやって予算が組まれとるわけでございますけど、やっぱり非常に経済的にも厳しい中において、今回につきましても、平成26年度につきましても、おおむね４億円近くの減額補正、お金が余ってきとるというような状態であるかと思います。こういったことを踏まえまして、やっぱりもうちょっと厳しいと申しますか、保険料を下げるような対応をしていただけたらなと、このようにも思っております。
　そして、不測の事態が出てきたときには、基金もそこそこ残してもらっておるんでありますから基金のほうで対応するとか、そういった対応をしてもらったら個々の保険料がもっと下げてもらえるんじゃないか、こういったことでひとつ考え方をお聞かせ願いたいな、このように思います。
○西山会長　　副参事。
○山神副参事　　御説明します。保険料を下げられるかというまず１点目の御質問でございますが、これについては歳出歳入等を精査した残りの額ということで、保険料を当然、介護、後期支援分というのは県からのもう金額が決まっておりますので、伊勢市としてどうしようという裁量の余地はないんですが、医療費分です。私どもも基金がある以上、余分に取っているということがないように私どもも精査しておりますが、今後副市長さんのほうから話しがあった平成30年度の県との統合を考えますと、あと３年、４年は基金は残していきたいと考えております。その分、保険料というのは多少あがってくる可能性はありますが、最終、平成30年度につきましては、まだ方針がしっかり出ておりませんので、それまでは基金としては多少残していきたいと考えております。
　保険料としましては、金額、下がられる余地があるんじゃないかというお話がありましたが、それがないように精査してこの金額をはじいておる次第でございます。
○西山会長　　世古口委員。
○世古口委員　　十分努力してもらっとるころはわかっとるわけですけど、やはり副市長の挨拶にございましたように、また今お話ございましたように、平成30年から県の、運営が県のほうへ行くということで、そのときには基金、例えばそのときに５億円、10億円残っとるということになってもどうかなという気がしますんで、そのときにはもう基金チャラにできるような方向でいってもらえればええんかな、このように思います。
　そうした中で、やはり不測の事態が出てきたときにはということで、いろいろ緻密な計算もしてもらいながらやっておるけど、余りにもお金が余ってきとるというか、減額補正をしておるということについてちょっと気になったもんで聞かせていただきました。
○西山会長　　次長。
○江原健康福祉部次長　　予算でございますけども、今年度につきましては10億円入れさせていただきました。今年度、基金が22億円ということで10億円入れさせていただいて、残り12億円というふうなことがございます。来年度につきましても一応６億円を入れさせていただくというふうなことを前提に予算は組まさせていただいております。
　ところが、大きな流れとしましては、被保険者の方が少なくなっておるような状況で給付費自体があんまり変わらんというふうな部分がございますんで、自然増というふうな部分もございます。いうふうなところも加味しまして、一応６億円というふうなことで入れさせていただいております。
　ただ、県下で運営が統一されてくというふうな流れがございますが、まだその統合された後でどんなになっていくか、基金を市で持っとるんか、そちらへ吸い上げられていくんかということについてはまだ不透明な部分がございます。よって、一定程度の基金というのは、先ほども委員さんがおっしゃったように一定程度の部分というのは残しながら、その部分、合併といいますか統合の部分、どうなっていくんかということも見据えながら財政運営をしていきたいなというふうなところがございまして、今年度６億円ということで入れさせていただきました。
　また、その辺の基金等の運用につきましては慎重にやっていきたいなというふうに考えてますので、よろしくお願いいたします。
○西山会長　　世古口委員ね、去年はかなり保険料下げて、今年度、来年度見ると少し増額になるということですが、少し経年的にやっぱり国保のほうを見ていただいたほうがよろしいかと思います。そういう意味では、平成27年度の当初予算だけ見ると少しこう、去年は下がってるということも踏まえて少し見ておいていただければありがたいと思います。
　他に御発言ございませんか。よろしいでしょうか。
（「なし」との声あり）

○西山会長　　ないようでございますので、お諮りをいたします。
　それでは、平成26年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）並びに平成27年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について、当局の原案どおり承認したいと思いますが、御異議ございませんか。
（「異議なし」との声あり）

○西山会長　　ありがとうございます。

　それでは、当局の原案どおり承認をいたします。

　次に、事項書３のその他でございますが、事務局、何かございましたら。
　副参事。
○山神副参事　　資料№４をごらんください。伊勢市国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ等（案）についてを御説明させていただきます。
　１番、２番、３番とございますが、１番と２番は国の基準改正によりまして市の国民健康保険条例の一部改正を予定しているものでございます。３番につきましては、伊勢市国民健康保険条例の施行規則、この３は伊勢市独自で改正を予定しているものでございます。
　では、１番目の国民健康保険料の賦課限度額の引き上げについてを御説明いたします。これにつきましては、施行は平成27年４月１日を予定しております。ただ、国のほうの改正案の政令の公布が２月の下旬以降を予定されている関係で、まだ改正案は出てきておりませんが、財務省のほうの案で１月14日、閣議決定をされている数字だけを御報告させていただきます。ほぼ決定でございますが、万が一通らない場合もあるということだけ御承知ください。
　基礎賦課額医療分に係る賦課限度額が51万円から52万円、後期高齢者支援金分の賦課限度額が16万円から17万円、介護納付金賦課額に係る限度額が14万円から16万円、それぞれ１万円から２万円の値上げで、合計、現在81万円の賦課限度額が４万円の値上げとなりまして、85万円に引き上げる予定となっております。
　２番目の国民健康保険料の軽減する所得判定基準の引き上げについてでございますが、この軽減は７割、５割、２割という軽減がありますが、この中の５割、２割の判定所得基準を改正するものでございます。お手元の資料にありますように、被保険者の数に乗じる金額24万5,000円を26万円に変更する予定となっております。また、２割軽減につきましても45万円から47万円、２万円の引き上げとなっております。

　また、この１番と２番の案につきましては、３月定例議会の中で市議会議員さんにまた審査していただく予定となっております。
　続きまして、３番の国民健康保険料の減免基準の改正でございますが、大きなポイントが２つありまして、ここに記述してあるように今現在災害により身体障害者となった者が減免対象となっておりますが、この対象を広げて死亡、病気、負傷等の原因で所得が激減した場合も減免の対象としていきたいと予定しております。
　また、失業及び廃業の減免割合は、今現在10割と５割の２段階でございますが、世帯の所得に応じてきめ細かく10割、５割、2.5割、1.25割の４段階に改正していきたいと考えておりますので、御意見等よろしくお願いいたします。
　以上でございます。
○西山会長　　ありがとうございました。
　ただいま国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ案について御説明をいただきましたが、委員の皆様方から御意見がございましたらお出しをいただきたいと思いますが。よろしいですか。
（「なし」との声あり）

○西山会長　　御発言のほうないようでございますので、その他につきましてはこの程度でいたしたいと思います。

　事務局、ほかに何かございますか。
　課長。

○中居医療保険課長　　済みません。１件御報告をさせていただきたいと思います。
　昨年の当協議会におきまして、吉田委員から医療機関に対する消費税制度の改善についての御意見をいただいておりました。事務局からは病院に確認をするということでお答えをしておりました。
　その後のことですが、市立伊勢総合病院に確認をしましたところ、全国自治体病院協議会を通じて国に対して医療に係る消費税の取り扱いについて、医療機関に負担が偏ることのないよう抜本的な見直しを図るよう要望を行っておるという回答を得ておりますので、御報告をさせていただきます。
○西山会長　　吉田委員、昨年の経過の関係でよろしいですか。
○吉田委員　　はい。
○西山会長　　はい、ありがとうございます。

○吉田委員　　１つよろしいですか。
○西山会長　　吉田委員。
○吉田委員　　１つお聞きしたいんですが、運営主体が市から県へ行くっていうことは随分前からつくってみえたことやったんですよね。それ、ちょっと読んだんです・・・。もう四、五年になるんかな。やっとそういうふうになってきたと。これはおととしぐらいやったと思うんですけど、三重県で大紀町やったと思うんですけど、市町村があったものが県へ行くと財布が大きくなると。でこがあってぼこがあって、その低いところと高いところをならしていくと、大紀町やったと思うんですけど、ものすごく保険料が上がるという報道がされたことがあるんです。人口の多いところ、租税の多いところへ保険料負担の多いところのもんがそっちへ行くっていうことがあるかと思うんですが、今非常のお答えしていただきにくいと思うんですけども、伊勢市の場合はどうなりますかね。
○西山会長　　課長。

○中居医療保険課長　　せんだって県と会議を持ちまして、県のほうから情報を得とる関係では、県としましてはこれから協議会を開催して、そこの中でどうなるかというのを詰めていくということで聞いておるんですけれども、国の大きな動きとしましては、県のほうで各市町村ごとの分賦金というのを決めまして、それを市町村が賦課徴収をしていくというふうな形になるということで聞いております。その分賦金の計算をする上では、市町村の医療費水準ですとか所得水準を反映したものを県が計算式でもってどこどこの市町にはどれだけ賦課をするというふうなことになって、それを段階的に均していって最終的には今委員おっしゃったように統一されるのかもわからんのですけども、当面はそれぞれの市町の状況に合わせた賦課が県のほうからされるということで聞いております。
○西山会長　　次長。
○江原健康福祉部次長　　ちょっと平成24年の資料でございますが、伊勢市の場合は県下14市でございますが、かかっとる医療費を皆さんで割っていただくというようなことになろうかと思いますが、医療費がかかっとるのが県下で１人当たり７番目でございます。
○吉田委員　　高い順で７番目。
○江原健康福祉部次長　　高い順から７番目でございます。大体真ん中辺でございます。
○西山会長　　よろしいですか、吉田委員。
○吉田委員　　はい。
○西山会長　　はい、ありがとうございました。他の委員さんからも御発言ございませんでしょうか。
（「なし」との声あり）

○西山会長　　御発言もないようでございますので、これをもちまして本日の議事全て終了させていただきたいと思います。
　本日の運営協議会に御参加をいただきまして、また長時間御審議をいただきまして、厚く御礼を申し上げたいと思います。これをもちまして審議会を終わらせていただきます。ありがとうございました。

（閉会　午後３時44分）

－１－

